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1. 計画策定の概要 

 背景と趣旨 

我が国は少子高齢化の進展に伴い平成 28 年（2016 年）の高齢化率は 27.3％で約 4 人に

1 人が高齢者となっています。2065 年には 2.6 人に 1 人と予測され超高齢化と人口減少が

急激に進むことになります。超高齢化と人口減少は社会保障制度の崩壊に繋がり、特に国民

健康保険加入者は高齢者が多く、医療需要も高くなっていることから国保料の負担と医療

給付費のバランスを維持するのが困難になると想定されます。 

本市における人口減少と超高齢化は全国と比較して約 10年の遅れで徐々に出現すると予

測されており、疾病予防や介護予防、地域連携など健康寿命の延伸に向けた取り組みが重要

になってきます。 

平成 25 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」では、“国民の健康寿命の延伸”

を重要な柱として揚げ、それに基づく健康増進のための事業計画として、「すべての健康保

険に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持のための事業として、

データヘルス計画の作成・公表、事業実施、評価等の取り組みを求める方針が打ち出されま

した。 

このほか、平成 30 年度からは、国民健康保険制度改革により都道府県が財政運営の主体

となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保運営に中心的な役割を担う一方

で、市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・

徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこととされています。 

本市では、平成 20 年度から「高齢者の医療の確保に関する法律（以下「法」という。）

に基づく特定健康診査（以下「特定健診」という。）および特定保健指導を開始し、被保険

者の生活習慣病の早期発見および予防による健康保持増進及び生活の質の向上を図り、ひ

いては中長期的な医療費の伸びの適正化に取り組んできました。 

事業実施にあたっては、平成 20 年 3 月に「香芝市特定健康診査等実施計画」を、平成 25

年 4 月には 5 カ年計画の「第 2 期香芝市国民健康保険特定健康診査等実施計画（以下「第 2

期特定健診等実施計画」という。）」を策定し、受診率の向上に向けた受診勧奨や啓発等を

行いました。 

さらに、平成 28 年 3 月には、特定健診の結果やレセプトデータ等の健康・医療データを

活用して本紙の被保険者の健康状態や疾患構成、医療費の現状の把握及び健康課題を明確

化し、その課題に対して PDCA サイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業を実施する

ための「香芝市国民健康保険データヘルス計画（以下「第 1 期データヘルス計画」という。）」
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を策定し、特定健診及び特定保健指導のみならず、生活習慣病の重症化予防等の取組などの

保健事業を実施してきました。 

この度、これら第 2 期特定健診等実施計画及び第 1 期データヘルス計画の計画期間が満

了となることから、両計画の評価を行うとともに新たな実施計画を策定します。策定にあた

っては、保健事業の中核をなす特定健診及び特定保健指導の実施計画である「第 3 期香芝

市国民健康保険特定健康診査等実施計画」を「第 2 期香芝市国民健康保険データヘルス計

画」と一体的に策定します。 

図表 1 保健事業（健診・保健指導）の PDCA サイクル 

 
出所：厚生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】」 

Action

**
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Do

Check
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 計画の位置づけ  

近年の日本の健康戦略の目標は、増大する医療費と患者数の削減を通して、人々の健康格

差を縮小することにあります。特に、虚血性心疾患・脳血管疾患・糖尿病性合併症等の対策

が求められており、そのためには高血圧や肥満といった生活習慣病の発症者を未然に抑止

することが重要です。こうした一次予防重視の方針が「健康日本 21」で打ち出され、それ

を実現するための方策として、「特定健康診査等実施計画」において 40 歳～74 歳の特定健

診実施義務と、メタボリックシンドローム予備群・該当者の特定保健指導が規定されました。 

データヘルス計画とは、被保険者の健康の保持増進に資することを目的として、統計資料

や電子レセプトデータの分析を通して地域の健康課題と改善目標を明確化し、PDCA サイ

クルによって効果的・効率的に保健事業を実施するための計画です。これには、やみくもに

事業を実施するのではなく、データを活用して科学的にアプローチすることで事業の実効

性を高めていくねらいがあります。 

図表 2 特定健診・特定保健指導と健康日本 21(第二次) 

 
出所：厚生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム（案）【平成 30 年度版】」 
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「データヘルス計画」、「特定健康診査等実施計画」と「健康かしば 21 計画」の位置関

係について、まとめたものが次の図表 3 になります。 

図表 3 データヘルス計画の位置づけ 

  データヘルス計画 特定健康診査等実施計画 健康かしば 21 計画 

根拠法 
国民健康保険法 

第 82 条 

高齢者の医療の確保に関

する法律 第 19 条 

健康増進法 

第 8 条 第 9 条 

計画策定者 香芝市 香芝市 香芝市 

対象期間 
平成 30～35 年度 

（第 2 期） 

平成 30～35 年度 

（第 3 期） 

平成 23～33 年度 

（第 2 次） 

対象者 国保被保険者 国保被保険者(40-74 歳) 香芝市民 

共通の考え方 

健康寿命の延伸及び健康格差縮小に向けて、生活習慣病の予防や重症化

予防を図り、健康増進を目指すと共に医療費適正化を通して社会保障制

度の維持を目指す。 

主な特徴 

特定健診や電子レ

セプト等の医療情

報の積極的な活用

を求めている。 

医療保険者別に特定健診

の受診率及び特定保健指

導の実施率の目標値を設

定している。 

乳幼児・若者・成年期・

壮年期・高齢期のライフ

ステージごとのめざす

姿の実現へ向けて健康

づくり支援を実施する。

（壮年期・高齢期が特定

健診に関連する） 

出所：香芝市 

 計画期間 

計画期間については、関係する計画との整合性を図るため、保健事業実施指針第 4 の 5

「特定健診等実施計画及び健康増進計画との整合性を踏まえ、複数年とすること」を踏まえ

て平成 30 年度から平成 35 年度までの 6 年間に設定します。 

  ⅛⇔┌ 21 2  23 33  

 

2 25 29  

 

 

3 30 35  

 
☻ꜟⱫ♃כ♦  

1 28 29  

☻ꜟⱫ♃כ♦  

2 30 35  
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 実施体制・関係者連携  

計画策定・評価にあたっては関係部署等で構成する協議の場において検討を行い、必要に

応じて有識者等の意見を求めます。 

 関係部署による連携体制  

香芝市では、国保医療課と保健センターが連携し平成 20 年度からの特定健診・特定保健

指導事業を実施しています。今後も保健師や栄養士等の専門職と連携し、保健事業に取り組

むものとします。市町村国保の場合は、住民の健康保持増進には幅広い部局が関わっている

ことから、市町村一体となって、国保部局が関係部局と連携して計画策定を進める必要があ

ります。 

特定保健指導に関わる専門職が自信をもって携わることができるよう、県や国保連合会

が実施するスキルアップ研修などの機会を積極的に利用し、資質の向上と人材の育成を図

ります。 

 外部有識者等の活用  

医師会等の外部有識者や被保険者が議論に参画できる協議の場として、国民健康保険運

営協議会等を活用し、外部有識者からの支援体制を強化、被保険者自身が当事者意識を持っ

て主体的・積極的に取り組める体制づくりを整備しながら事業を運営します。 

  



6 

2. 香芝市の概況 

 前期計画等に係る考察  

 特定健診の受診率向上  

アウトカム指標  H27 H28 H29 

特定健診受診率 

（法定報告値） 

目標 40.0% 42.0% 45.0% 

実績 31.8% 34.9% ---  

 

アウトプット指標  H27 H28 H29 

特定健診 3 年継続受診

者の割合 

目標 15.0% 20.0% 25.0% 

実績 15.0% 16.7% ---  

40～50 歳代の特定健診

新規受診者の割合 

目標 7.0% 8.0% 10.0% 

実績 5.7% 6.4% ---  

特定検診受診率は年々着実に上がっていますが、45％の目標値とはかい離があり、更に

実施率向上に向けた取組みが必要です。 

 

 特定保健指導の 実施率向上 

アウトカム指標  H27 H28 H29 

特定保健指導実施率 

（法定報告値） 

目標 13.0% 14.0% 15.0% 

実績 13.3% 21.0% ---  

 

アウトプット指標  H27 H28 H29 

特定保健指導該当者率 

（法定報告値） 

目標 11.0% 10.0% 9.0% 

実績 11.3% 11.5% ---  

特定保健指導実施率は目標値を上回る実績となっており、今後も実施率向上に向けた継

続的な取組みが求められています。 
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 要治療者の治療率向上  

アウトカム指標  H27 H28 H29 

要治療者の治療率 
目標 70.0% 73.0% 77.0% 

実績 82.0% 63.1% ---  

 

アウトプット指標  H27 H28 H29 

メタボ脱出率 
目標 16.0% 17.0% 18.0% 

実績 14.4% 13.3% ---  

要治療者の治療率は、平成 27 年度は目標を上回る実績となりましたが、平成２８年度で

は低下しており、今後は治療率向上に向けた取組みが必要です。 
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 これまでの保健事業の考察  

 特定健診 

目的 健康の保持増進、疾病の発症予防、早期発見、早期治療を目指す。 

対象等 40～74 歳の被保険者 

実施方法 
県内の指定医療機関において個別健診を、保健センターにて集団健診を実施。
また、国保人間ドックについて、香芝市特定健康診査の項目を含む人間ドッ
クを受けた者に健診費用の助成を実施する。 

実施者 市及び奈良県医師会の指定医療機関 

実績 

下記 3 方式により実施。 
①集団健診（保健センターで実施） 
②個別健診（医療機関で実施） 
③国保人間ドック 
市が実施する各種がん検診や歯周病健診と同時受診できるように配慮 

考察 
平成 25 年より特定健康診査の受診者は年々増加しているが、受診率は奈良
県平均を上回っているものの全国平均より低く、目標値とは依然かい離が生
じている。 

 特定健診受診率向上対策  

目的 健康の保持増進、疾病の発症予防、早期発見、早期治療を目指す。 

対象等 40～74 歳の被保険者 

実施方法 

受診機会を増やす 
・休日集団健診の実施 
・個別健診の受診期間の延長（H24 より） 
受診方法の啓発強化 

実施者 市及び香芝市医師会の指定医療機関 

実績 

受診機会を増やす 
・休日集団健診の実施 
・個別健診の受診期間の延長 
（H21～H23 6 月～10 月末  H24 より 6 月～1 月末） 
受診勧奨の啓発 
・広報紙、ホームページ、市コミュニティバス内ポスター掲示、市役所・総
合福祉センター電光掲示板掲示 

考察 
特定健康診査の受診機会が増えることで、今まで受診することのできなかっ
た者が受診でき受診者の増加に繋がったと考えられる。 
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 特定健診受診率向上対策【未受診者】  

目的 健康の保持増進、疾病の発症予防、早期発見、早期治療を目指す。 

対象等 特定健診未受診者 

実施方法 
受診期間中 2 回受診勧奨のハガキを送付。 
10 月～11 月に自動音声電話による受診勧奨を実施（H28 より）。 

実施者 市及び委託業者 

実績 
・受診勧奨期間中 2 回、ハガキによる勧奨通知を送付（9 月・1 月） 
・自動音声による電話勧奨（H28 より） 
 H28：3,175 件 

考察 

受診者が少なくなる時期や受診期限前にハガキ勧奨を行うことで効果的に受
診勧奨を行うことができ、またハガキ勧奨を行った直後に電話勧奨という別
のアプローチをすることで相乗効果が働き、受診者の増加に繋がったと考え
られる。 

 人間ドック 

目的 健康の保持増進、疾病の発症予防、早期発見、早期治療を目指す。 

対象等 
40～74 歳の国保被保険者で当該年度の特定健康診査の未受診者 
（定員 100 人） 

実施方法 
特定健康診査の項目を含んだ人間ドックを受診し、人間ドック受診日現在、
香芝市国民健康保険に 1 年以上加入している者を対象に健診費用の一部助成
を実施。 

実施者 市及び実施医療機関 

実績 
受診者が支払う検診料金の一部として、1 人当たり 10,000 円を助成。 
H21:48 人 H22:35 人 H23:40 人 H24:65 人 H25:79 人 H26:80 人 
H27:100 人 H28:100 人 

考察 
広報やホームページ、特定健診受診券送付時による周知や事業を継続的に行
ったことで、平成 24 年より助成人数が増加し、特定健診の受診者増加に繋が
っている。平成 29 年度より定員を 50 人増員した。 

 脳ドック 

目的 健康の保持増進、疾病の発症予防、早期発見、早期治療を目指す。 

対象等 
当該年度の特定健診受診者脳ドック受診日現在、香芝市国民健康保険に 1 年
以上加入している者（定員 200 人） 

実施方法 
契約医療機関において頭部 MRI ・頭部 MRA・頸部 MRA の検診料金の一部
を助成する。 

実施者 市及び市内指定医療機関 

実績 

当該年度の特定健診を受診した者に限り「脳ドック」の検診料金の一部とし
て、1 人当たり 11,200 円の助成。 
H21:165 人 H22:192 人 H23:135 人 H24:141 人 H25:173 人 
H26:183 人 H27:199 人 H28:200 人 

考察 

平成 23 年から脳ドックの受診者数が増加し、特定健診の受診者増加に繋が
っている。脳ドックの受診をすることにより脳卒中の予防や疾病が発見され
た事例もあり、早期発見・早期治療を行うことで健康保持に繋がると考えら
れる。平成 29 年度より定員を 100 人増員した。 
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 がん検診 

目的 健康の保持増進、疾病の発症予防、早期発見、早期治療を目指す。 

対象等 40 歳以上の被保険者(集団特定健診と同時実施にて) 

実施方法 集団特定健診受診時に同時に受診する。 

実施者 市 

実績 
肺がん検診、胃がん検診を同時開催 
H24：175 人 H25：158 人 H26：247 人 H27：322 人 H28：355 人 

考察 
特定健診と同時実施することにより、健診の利便性を図り受診率向上に繋げ
たいが、がん検診の受診率は依然低い現状にある。 

 歯周病検診 

目的 
口腔内の健康の保持増進、生活習慣病の発症予防、早期発見、早期治療を目
指す。 

対象等 
40 歳以上の被保険者。 
前年度特定健康診査受診者で生活習慣病のリスクが高い者。 

実施方法 

前年度特定健康診査受診者で生活習慣病のリスクが高い者へ個人通知、広報
にて実施日を周知し、保健センターで歯周病健診及び歯科衛生士による保健
指導を実施する。 
健診の結果、要治療には医療機関への紹介状を発行し治療を勧奨する。 

実施者 市及び香芝市歯科医師会 

実績 

単独実施と集団特定健診と同時実施で行う 
H24:144 人(6 回／年) H25:171 人(6 回／年) H26:236 人(6 回／年) 
H27:199 人(6 回／年) H28:214 人(6 回／年) 
要精検者数 
H24:126 人 H25：151 人 H26：184 人  H27：167 人 H28：145 人 

考察 

年間受診者は 200 人前後で推移している。約半数は集団特定健診とセットで
受診している状況です。生活習慣病のリスクが高い者の受診割合は約 5％で
あり、そのうちの 78％が健診結果で要精検となっています。精検受診者の約
半数は本事業に参加することにより、医療機関への受診行動に繋がりました。
歯周病の早期治療により生活習慣病の発生予防および重症化予防に繋がって
いる。 
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 特定健診結果説明会  

目的 
メタボリックシンドロームの予防・改善、生活習慣病の予防・重症化予防を
目指す。 

対象等 集団特定健診受診者 

実施方法 

香芝市医師会の医師による特定健診の意義と健診結果の説明。 
糖尿病性腎症のハイリスク者で未治療者や糖尿病及び循環器疾患のハイリス
ク者で医療中断者等へ市保健師、管理栄養士による保健指導。 
委託業者による特定保健指導の実施。 

実施者 市及び香芝市医師会、委託業者 

実績 
・結果説明会参加者数（参加率） 
H24 207 人（86.6％） H25 142 人（75.1％） H26 197 人（62.9％） 
H27 282 人（65.1％） H28 303 人（63.0％） 

考察 

医師から健診結果の見方の説明を聞くことにより、受診者自身が結果をみる
ことができるようになり、健診の継続受診の必要性や結果により、医療機関
への受診の必要性を周知徹底する機会となっている。 
特定保健指導を同日開催することで、特定保健指導の実施率の向上に繋がっ
ている。結果説明会への参加率は 60％前後と年々減少しているため、生活習
慣病の重症化予防対象者への結果の返却方法について検討が必要である。 

 重症化予防事業  

目的 
メタボリックシンドロームの予防・改善、生活習慣病の予防・重症化予防を
目指す。 

対象等 特定健診受診者で重症域に該当しているが未治療者 

実施方法 
医療機関への受診状況確認及び受診勧奨通知。保健指導対象者への個別指導
及び中和（旧葛城）保健所と市の共同開催の CKD 相談会への勧奨と保健指
導。 

実施者 市及び委託業者 

実績 

受診状況確認者 
H25：114 人 H26:98 人 H27:81 人 H28:120 人 
CKD 相談会参加者 
H25：7 人 H26：7 人 H27:3 人  H28：11 人 

考察 

糖尿病、高血圧、脂質異常症、慢性腎臓病による保健指導への参加者は保健
師、管理栄養士などの専門職による個別指導を実施することで食生活の改善
や医療機関への受診に繋げることができた。 
健診の継続受診の勧奨および継続支援を行うことで重症化を予防し医療費の
適正化を図ることに繋がっている。 
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 生活習慣改善事業  

目的 
メタボリックシンドロームの予防・改善、生活習慣病の予防・重症化予防を
目指す。 

対象等 特定健診受診者で特定保健指導対象外の者 

実施方法 保健師、管理栄養士による健康相談及び疾病別集団健康教育 

実施者 市及び委託業者 

実績 

・健康相談 
H25：41 人（35 回）H26:36 人（36 回）H27:26 人（26 回）H28：34 人（34
回） 
・集団健康教育 
減塩教室 H28：87 人   脂質改善教室 H28：181 人 

考察 
特定保健指導の対象外となる非肥満者で糖尿病、高血圧、脂質異常症、慢性
腎臓病の要医療の者や治療中断者への保健指導を実施することで食生活の改
善や医療機関への受診に繋げることができた。 

 療養費レセプト点検  

目的 適切な医療機関受診促進・医療費適正化・医療費削減 

対象等 柔道整復、鍼灸、あんまマッサージのレセプト 

実施方法 
業務委託業者による上記レセプトの内容点を行い、疑義の生じたレセプトに
ついて施術所へ返戻を実施する。また、受診者に受診内容に関するアンケー
トを行い、レセプトとの整合性の確認を行う。 

実施者 市及び国保連合会 

実績 
平成 23 年 8 月より従来の診療分レセプト点検に加え実施 
H23:10,651 件  H24:13,359 件  H25:13,067 件  H26:12,685 件 
H27:14,226 件 H28:11,778 件 

考察 
レセプトの内容点検を行うことで過剰請求や過誤請求の発見による医療費の
適正化ができたと考えます。また受診者へのアンケートによりレセプトの確
認だけではなく、適切な受診促進に繋がったと考える。 

 医療費通知の送付  

目的 適切な医療機関受診促進・医療費適正化・医療費削減 

対象等 香芝市国民健康保険で医療機関を受診した者 

実施方法 2 ヶ月に 1 回、世帯単位で通知 

実施者 市及び国保連合会 

実績 
年 6 回、偶数月に 2 か月分ずつ送付 
H23:45,890 件 H24:47,667 件 H25:48,693 件 H26:48,972 件 
H27:49,394 件 H28:48,796 件 

考察 
被保険者の受診内容について通知することは、被保険者ご自身に医療機関へ
の受診について再確認することができ、医療費の適正化に繋がる。 
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 ジェネリック医薬品の使用促進事業  

目的 適切な医療機関受診促進・医療費適正化・医療費削減 

対象等 
先発医薬品を処方したレセプトで、後発医薬品を利用した時に一定額以上の
削減効果が望まれる 40 歳以上の被保険者 

実施方法 ジェネリック希望カードの配布、差額通知を年 4 回（7・8・12・1 月）送付 

実施者 市及び国保連合会 

実績 
H23:2,190 件（8 回） H24:2,125 件（12 回）H25:2,226 件（4 回） 
H26:2,429 件（4 回） H27:2,416 件（4 回） H28:2,460 件（4 回） 

考察 
ジェネリック医薬品について啓発し、後発医薬品への切り替えが進むことは、
医療費の軽減と適正化に繋がる。 

 栄養指導 

目的 
食事を見直すことによりメタボリックシンドロームの予防・改善、生活習慣
病の予防・重症化予防を目指す。 

対象等 内服中のため特定保健指導対象外となった者 

実施方法 

管理栄養士、保健師による個別面接 
・特定保健指導利用中に内服開始以降の個別支援の継続。 
（6 カ月間終了まで） 
・特定保健指導対象外への生活習慣改善の個別相談の実施。 
・集団特定健診の結果より特定保健指導対象外となった者への特定健診結果
説明会での個別相談の同時実施。 

実施者 市及び委託業者 

実績 
H25:41 人（35 回） H26:36 人（36 回） H27:26 人（26 回） 
H28:34 人（34 回） 
適塩教室（H28 87 人） 

考察 

特定保健指導実施中に内服開始となったため特定保健指導対象外となった者
へは、6 カ月間の保健指導中断することなく、継続支援することで適正な医
療へのかかり方や食事調査を用いてきめ細やかな食事指導を行うことがで
き、重症化予防に繋がっている。また、集団特定健診受診者の健診結果説明
会参加者や腹囲や BMI が特定保健指導対象外の者で健診結果の見方や生活
習慣改善の取り組み方について個別相談を実施する者には、健診結果返却後、
改善意欲が高い時期に個別対応ができる環境を整備することで、生活習慣改
善に取り組みやすく、改善率の向上に繋がっている 
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 ストレッチリーダー養成及びリ ーダー研修 

目的 
地域でリーダーを養成することにより、地域で健康づくりに取り組む仕組み
を作り地域の活性化を目指す。 

対象等 
香芝市民でストレッチリーダーとして活躍する意欲がありボランティア活動
ができる者 

実施方法 
健康運動指導士による指導者のための養成講座を実施し、現任リーダーへス
キルアップを図るための研修会を実施する。 

実施者 市 

実績 
平成 27 年度登録数 48 人 （養成講座修了数 11 名） 
平成 28 年度登録数 46 人 （養成講座修了数 17 名） 

考察 
地域に根づいたストレッチリーダーを養成し、活動を支援することで地域へ
の健康づくりの波及効果があり、地域での包括的な健康づくりに繋がってい
る。 

 食生活改善推進員養成講座  

目的 
地域でリーダーを養成することにより、地域の草の根で健康づくりに取り組
む仕組みを作り地域の活性化を目指す 

対象等 食生活改善推進員として活動する意欲がありボランティア活動が出来る者 

実施方法 
大学教授、管理栄養士、健康運動士、精神保健福祉士により食に関するボラ
ンティア活動や栄養の基礎知識の講義、調理実習による演習、既存のリーダ
ーとの交流会を実施。 

実施者 市 

実績 H27 年度加入者 12 名 H28 年度加入者 7 名 

考察 
地域に根づいた食に関する健康づくりを推進するボランティアを養成するこ
とで、地域への健康づくりの波及効果があり、地域での包括的な健康づくり
に繋がっている。 

 地域における健康教育及び生活習慣病予防の 啓発事業 

目的 地域で健康づくりに取り組む仕組みを作り、地域の活性化を目指す。 

対象等 香芝市民 

実施方法 
地域集会所で健康づくりのボランティア（ストレッチリーダー、健康運動普
及推進員）によるストレッチ、ウォーキング。体力測定や保健師、管理栄養
士、健康運動指導士など専門職による健康教育、健康相談を実施する。 

実施者 市及び健康づくりボランティア 

実績 

平成 22 年度: 20 件 （1 回） 1 地区 
平成 23 年度: 655 件 （20 回） 2 地区 
平成 24 年度: 875 件 （25 回） 2 地区 
平成 25 年度: 1,095 件 （28 回） 3 地区 
平成 26 年度: 1,981 件 （34 回） 4 地区 
平成 27 年度: 3,588 件 （48 回） 4 地区 
平成 28 年度: 4,123 件 （46 回） 6 地区 

考察 
7 年間で 1 地区から 6 地区に増やすことができた。健康づくりのボランティ
アや専門職による地域での健康づくり支援を継続することで、地域の活性化
に繋がっている。 
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 地域の特性 

 環境 

本市は、奈良県の北西部にあり、面積 24.26km2、金剛生駒紀泉国定公園を挟んで大阪府

に接しています。 

道路網では大阪市から三重県津市を結ぶ国道 165 号、和歌山県新宮市から大阪府枚方市

を結ぶ国道 168 号、及び大阪府松原市から名古屋方面に接続する西名阪自動車道香芝イン

ターチェンジを有しています。 

鉄道網では JR和歌山線、近鉄大阪線及び近鉄南大阪線が市の中心部を縦横に走り、8 つ

の駅を有し、大阪市内へは最短 22 分という至便なところに位置しています。 

古くから大阪と奈良を結ぶ要衝として重要な役割を担ってきました。 

 人口 

人口は、78,932 人（平成 28 年 10 月 1 日現在）で、人口に占める 39 歳以下の割合が 44.6%

と、県及び全国と比較して高くなっています。 

図表 4 人口構成の比較 

 
出所：香芝市 
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少子高齢化により国内の人口減少が続く中でも、本市の人口は平成 47 年頃まで増加の見

込みです。ただし、高齢者の割合は増加しており平成 29 年では 22.3%の高齢化率（65 歳以

上）が平成 42 年には 24.9%となる見込みで、4 人に 1 人が高齢者となります。 

医療費は年齢が上がるにつれて増加する傾向があるため、このような人口構成の変化が

国民健康保険の医療費増加の大きな要因になると考えられます。 

図表 5 人口の推移（将来推計を含む） 

 
注記：平成 32 年度以降は国立社会保障・人口問題研究所で試算した日本市区町村別将来推計人口 

出所：香芝市 

香芝市介護保険事業計画 

 高齢化率 

平成 22 年の高齢化率は 18.3%で、県（24.0%）や国（23.0%）と比較しても低い値です。

平成 37 年の推計値では 23.9%と、5.6 ポイント上昇していますが、県の 8.6 ポイント、国

の 7.3 ポイントと比較して、高齢化がゆっくりと進んでいることが分かります。 

図表 6 人口統計と将来推計 

 
出所：国立社会保障・人口問題研究所（2013）「日本の地域別将来推計人口」 
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 平均寿命・健康寿命  

健康寿命は男性、女性ともに国や県と比較して同程度です。平均寿命については、男性は

国や県と比較して同程度ですが、女性は国と比べると約 1 年短くなっています。 

また、平均寿命と健康寿命の差は男性で 15 年、女性は約 20 年となっています。この差

が自立して生活できない期間となり、女性は男性に比べ 5 年も長くなっています。 

図表 7 平均寿命と健康寿命の差 

 

 
平均寿命：その年に生まれた方が、その後何年生きられるかという期待値 

健康寿命：健康上の理由で、日常生活が制限されない期間 

KDB システムでは次の計算式により健康寿命を算出しており、厚生労働省公表値とは異なります。 

＜0 歳平均余命－65～69 歳平均余命－（1－介護認定者数÷40 歳以上人口）×65～69 歳定常人口÷65 歳生存数＞ 

出所：KDB  地域の全体像の把握 平成 28 年度 
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 国民健康保険の状況  

国保の被保険者の年齢構成を見ますと、高齢者(65 歳～74 歳)が 41%を占めており、その

割合は県よりは低いですが、国より高くなっていることが分かります。高齢者層の 65～74

歳が 41%であるのに対し、64 歳以下は 59%であることから、国保の被保険者がいかに高齢

者によって構成されているかが分かります。 

図表 8 国保被保険者の年齢構成比較 

 
出所：KDB  地域の全体像の把握 平成 28 年度 

国保の被保険者数は平成 24 年度をピークに減少傾向にあります。これは、年々後期高齢

者医療保険へ移行する人が増加していることに加え、社会情勢の影響により社会保険へ加

入する人が増えていることが要因であると考えられます。 

図表 9 国保被保険者数と香芝市の高齢化率（65 歳以上）の推移 

 
出所：香芝市（国保被保険者数は年度末時点の人数） 
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国保の被保険者数を性別年齢別の人口ピラミッドで見ますと、59 歳以下と 60 歳以上の

間で、大きな変化が発生していることが分かります。これは退職等に伴う他医療保険からの

流入であることが想定されます。 

図表 10 国保被保険者の性別年齢別人数 

 
出所：香芝市 平成 29 年 4 月 1 日現在 
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 介護保険の状況  

要支援・要介護の認定率は、平成 23 年度の 15.7%をピークに平成 28 年度 13.9%と下が

っていますが、認定者数は、年々増加しており、平成 21 年度から平成 28 年度にかけては

増加率 29.3%です。後期高齢者の増加に伴い要介護認定者数も増加していくことが予測さ

れます。また、要支援 1 から要介護 2 までの軽度該当者が 64.5%を占めています。 

図表 11 要支援・要介護認定者の推移 

 
出所：香芝市 各年 9 月末時点介護保険事業状況報告 

認定者数は増加しているものの、第 1 号被保険者の認定率 14.0%は、県や国と比較して

低い値となっています。 

図表 12 要介護認定率（第 1 号被保険者） 

 
出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（平成 29 年 3 月末時点） 
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65 歳以上の要支援、要介護の有病状況を見ますと、心臓病、高脂血症、脂質異常症、脳

疾患、糖尿病といった生活習慣病に起因すると考えられる疾病を多くの方が保有していま

す。高齢になってからではなく若年期・中年期から生活習慣病を予防し、健康づくりに取り

組むことが介護予防に繋がります。 

図表 13 要介護、要支援の有病状況 

 
出所：KDB  地域の全体像の把握 平成 28 年度 
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 死因 

死因を見ますと、悪性新生物が 30.0%と 1 番高く、生活習慣病に関する死因である心疾

患 19.7%と、脳血管疾患 8.1%との 3 つで 57.8%を占めています。奈良県、国においても、

悪性新生物、心疾患、脳血管疾患が死因の上位にあることがわかります。 

図表 14 死因別割合 

 

 
出所：中和保健所事業概況 平成 27 年度 
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 標準化死亡比（ SMR）  

標準化死亡比（SMR）は、基準死亡率（人口 10 万対の死亡数）を対象地域に当てはめた

場合に、計算により求められる期待される死亡数と実際に観察された死亡数とを比較する

ものです。国の平均を 100 としており、標準化死亡比が 100 以上の場合は国の平均より死

亡率が多いと判断され、100 以下の場合は死亡率が低いと判断されます。 

本市の状況は、全体として死亡比は低くなっていますが、死因別に見ますと、男性では、

肺がん、肺炎、心疾患が、女性では、胃がん、乳がん、腎不全が高いことがわかります。こ

れらのことからも、がん検診の受診率向上及び、生活習慣病予防対策に重点的に取り組む必

要があると考えられます。 

図表 15 標準化死亡比（SMR） 
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 医療費の状況 

国保の総医療費を見ますと、平成 24 年度から 27 年度まで増加していましたが、平成 28

年度に減少しています。平成 21 年度 49 億 2 千 261 万円と比較すると、平成 28 年度は 57

億 5 千 433 万円と 16.9%増加しています。 

図表 16 被保険者数と総医療費 

 
出所：香芝市 

1 人当たり医療費の推移を見ますと総医療費と同様に平成 23 年度に下がりましたが、そ

の後は年々増加しており、平成 21 年度から 28 年度までの間に 22.1％増加しています。こ

れは医療技術の高度化等により医療費が高くなっていることが要因の１つと考えられます。 

図表 17 1 人当たり医療費の推移 

 
出所：奈良県 平成 28 年度国民健康保険事業状況報告書 速報値 
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入院にかかる医療費は増加傾向にあります。入院外・調剤の医療費は、平成 27 年まで増

加していますが、平成 28 年に減少しています。歯科の医療費はほぼ横ばいです。 

図表 18 医科入院、医科入院外、歯科、調剤の医療費の推移  

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

1 人当たり年間医療費の県内比較では、本市は 5 番目に低く 335,608 円となっています。

県平均と比較すると 14,956 円差があり、本市のほうが低い状況です。 

図表 19 1 人当たり年間医療費の県内比較 

 
出所：奈良県 平成 28 年度国民健康保険事業状況報告書 速報値 
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疾病別医療費を見ますと、医療費総額、レセプト件数、1 人当たり医療費ともに、循環器

系の疾患が、最も高くなっています。 

図表 20 疾病別医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 上位 5 疾病を網掛け表示 

年齢階層別の医療費を見ますと、60 歳以降の医療費の伸びが顕著であり、65～69 歳では

急激に高くなっています。疾病別では、新生物、循環器系の疾患、内分泌・栄養及び代謝疾

患が多くなっています。 

図表 21 年齢階層別医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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 生活習慣病の状況  

生活習慣病とは、「食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進

行に関与する疾患群」（厚生労働省「生活習慣に着目した疾病対策の基本的方向性について

（意見具申）」より）と定義されています。 

本計画書においては、次の図表 22 のように ICD10 コード（異なる国や地域から、異な

る時点で集計された死亡や疾病のデータの体系的な記録、分析、解釈及び比較を行うため、

世界保健機関憲章に基づき、世界保健機関（WHO ）が作成した分類の第 10 版のこと）で

生活習慣病を定義します。 

また、「糖尿病」「高血圧症」「脂質異常症」を「基礎疾患」と定義し、重症化・合併症

疾患を「脳血管疾患群」「虚血性心疾患群」「糖尿病性合併症群」に分類したものを「重症

化疾患群」と定義します。 
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図表 22 生活習慣病の定義 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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総医療費における生活習慣病の占める割合は 23.6%となっています。一部生活習慣に起

因する可能性の高い悪性新生物にかかる医療費と合わせると、36.8%となり、生活習慣の改

善で抑制することができる医療費と考えられます。 

図表 23 総医療費における生活習慣病の占める割合 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

総医療費における生活習慣病の占める割合は 23.4%～24.0％の間で推移しています。 

図表 24 総医療費における生活習慣病が占める割合の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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N18：慢性腎不全 【同月に基礎疾患の糖尿病が

ある場合、生活習慣病と判定しています】 

E78：リポたんぱく＜蛋白＞代謝障害及びその他

の脂(質)血症 

E14：詳細不明の糖尿病 

E11：インスリン非依存性糖尿病＜NIDDM ＞ 

I20：狭心症 
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図表 25 総医療費の「その他」の上位 20 傷病名 

1 K21 胃食道逆流症 

2 N18 慢性腎不全 

3 B18 慢性ウイルス肝炎 

4 M81 骨粗しょう＜鬆＞症＜オステオポローシス＞，病的骨折を伴わないもの 

5 G20 パーキンソン＜Parkinson＞病 

6 M06 その他の関節リウマチ 

7 H26 その他の白内障 

8 M17 膝関節症[ 膝の関節症]  

9 I48 心房細動及び粗動 

10 J30 血管運動性鼻炎及びアレルギー性鼻炎＜鼻アレルギー＞ 

11 H40 緑内障 

12 J45 喘息 

13 G47 睡眠障害 

14 G40 てんかん 

15 K25 胃潰瘍 

16 I71 大動脈瘤及び解離 

17 K29 胃炎及び十二指腸炎 

18 M48 その他の脊椎障害 

19 H35 その他の網膜障害 

20 M47 脊椎症 

出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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次に、高額レセプトに注目して見ます。ここに現れる疾病の発症を予防できれば、総医療

費の増加を食い止めるのに効果的と見込まれています。 

高額レセプト（80 万円以上）における生活習慣病が占める割合は、19.5%が生活習慣病

であることが分かります。中でも狭心症、慢性腎不全、脳内出血、脳梗塞が医療費の上位を

占めています。 

図表 26 高額レセプト（80 万円以上）における生活習慣病が占める割合 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

高額レセプト（80 万円以上）における生活習慣病の占める割合は 19.5%～22.6％の間で

推移しています。 

図表 27 高額レセプト（80 万円以上）における生活習慣病が占める割合の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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次に、医療費が継続して発生している長期入院レセプト（6 ヵ月以上） に注目して見ま

すと、18.4%が生活習慣病であることが分かります。中でも、慢性腎臓病、脳内出血、脳梗

塞が医療費の上位を占めています。 

図表 28 長期入院レセプト（6 ヵ月以上）における生活習慣病が占める割合 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

長期入院レセプト（6 ヵ月以上）における生活習慣病の占める割合は 15.6%～20.6％の間

で推移しています。 

図表 29 長期入院レセプト（6 ヵ月以上）における生活習慣病が占める割合の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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慢性腎不全による人工透析が、どれくらい発生しているかを見ますと、全体で 53人の内、

生活習慣病由来の方は、半数以上の 37 人で、総医療費は 1 億 7 千 62 万円となっています。

人工透析にかかる 1 人当たりの 1 年間総医療費は 545 万円となっています。 

図表 30 人工透析における生活習慣病が占める割合 

 
注) 人数の全体は実人数、年間集計のため生活習慣病「由来」と「由来しない」両方に集計されます。 

出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

人工透析患者は増加傾向にありましたが、平成 28 年度に減少しています。 

図表 31 人工透析患者の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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 生活習慣病の基礎 疾患、重症化疾患群の状況 

生活習慣病医療費をさらに分析し、基礎疾患別医療費を見ますと、高血圧症が一番高く 3

億 121 万円となっています。患者数でも高血圧症が 5,355 人と 1 番多くなっています。高

血圧症と脂質異常では患者数はほぼ同じですが、医療費は高血圧症のほうが高い傾向にあ

ります。 

図表 32 基礎疾患別の医療費と患者数 

 
患者数は入院と入院外を別々に集計して合算した人数です。 

出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

患者数は平成 27 年度まで増加傾向にありましたが、平成 28 年度は減少しています。 

図表 33 基礎疾患別の患者数の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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高血圧症・脂質異常に係る医療費は、平成 27 年度まで増加していましたが、平成 28 年

度に減少しています。糖尿病の医療費は平成 27 年度より減少しています。 

図表 34 基礎疾患別の医療費の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

1 人あたり医療費は、高血圧症・糖尿病では平成 27 年度より減少しています。脂質異常

は平成 27 年度まで増加傾向にありましたが、平成 28 年度に減少しています。 

図表 35 基礎疾患別の 1 人当たり医療費の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

  

311,004 315,064 320,411 
301,207 

168,813 173,679 

190,369 
176,966 172,177 

181,378 

176,966 165,814 

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

25 26 27 28

64,019 64,024 63,852 
60,362 

34,980 35,193 37,660 35,650 

42,681 43,653 41,328 39,678 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

25 26 27 28



36 

重症化疾患では、虚血性心疾患群が 1 番高く 1 億 9 千 445 万円となっています。患者数

をみても虚血性心疾患群が 2,879 人と 1 番多くなっています。 

図表 36 重症化疾患群別の医療費と患者数 

 
患者数は入院と入院外を別々に集計して合算した人数です。 

出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

虚血性心疾患群、脳血管疾患群の患者数の推移は、平成 27 年度まで増加傾向にありまし

たが、平成 28 年度に減少しています。糖尿病性合併症候群では、年々増加傾向にあります。 

図表 37 重症化疾患群別の患者数の推移  

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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医療費の推移を見ますと、脳血管疾患群が平成 27 年度まで増加していましたが、平成 28

年度に減少しています。糖尿病性合併症候群は、年々増加しています。 

図表 38 重症化疾患群別の医療費の推移  

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

重症化疾患群別の 1 人あたり医療費を見ますと、糖尿病性合併症候群が平成 28 年度で

165,074 円と最も高く、年々増加傾向にあります。 

図表 39 重症化疾患群別の 1 人当たり医療費の推移  

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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平成 28 年度に重症化疾患群のレセプトが新たに発生した年齢を見ますと、65～69 歳が

一番多く 346 人が発症しています。また、20 歳未満で既に虚血性心疾患群、脳血管疾患群

が発症しています。 

図表 40 新規重症化疾患群の年齢別 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

 生活習慣病の重症化疾患群 の内訳 

虚血性心疾患群の医療費の内訳を見ますと、狭心症が 1 番多く 58.3%を占め、虚血性心

疾患（その他）14.6%、心不全 13.1%と続いています。 

図表 41 虚血性心疾患群の医療費内訳 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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脳血管疾患群では、脳梗塞が 1 番多く 43.3%を占め、脳出血 30.7%、脳血管疾患（その

他）19.4%と続いています。 

図表 42 脳血管疾患群の医療費内訳 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

糖尿病性合併症群では、腎不全が 73.5%と全体の約 3/4 を占めており、糖尿病性腎症

13.2%、糖尿病性網膜症 5.8%と続きます。 

図表 43 糖尿病性合併症群の医療費内訳 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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 生活習慣病の重症化疾患群と基礎疾患の 関係性 

生活習慣病においては、高血圧症、糖尿病、脂質異常が主な基礎疾患となります。この基

礎疾患がリスク因子となり、複数のリスク因子の組み合わせにより、生活習慣病を発症させ

重症化していきます。 

ある重症化疾患群を発症する要因をリスク因子といい、リスク因子となる疾病を基礎疾

患といいます。 

生活習慣病の重症化疾患群と基礎疾患の関係性を見ますと、どの重症化疾患群において

も、3 つ全ての基礎疾患をもっている方が 1 番多く、いずれの重症化疾患群においても 30%

を超えています。その中でも特に、虚血性心疾患群では高血圧症との関連性が見られ、脳血

管疾患群では高血圧症と脂質異常症との関連性が見られます。 

またいずれの重症化疾患群においても、2 つ以上の基礎疾患を保有する割合が 65%以上

を占めており、基礎疾患が重なっていることによって、やがて重症化していくことが分かっ

ています。 

図表 44 生活習慣病の重症化疾患群と基礎疾患の関係性 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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 保健指導の利用による生活習慣病医療費の関 係性 

平成 26 年度に保健指導を利用した群 79 人と利用しなかった群 283 人の、生活習慣病に

かかる患者数、医療費、１人当たり医療費の推移を比較しました。 

生活習慣病患者数は、保健指導を利用した群は、平成 27 年度に 1 人の増加に留まってい

ますが、利用しなかった群は 14 人増加しています。 

図表 45 保健指導の利用有無別の生活習慣病患者数 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

生活習慣病医療費の、平成 26 年度から平成 28 年度の増加率を見ますと、利用した群は

43.8％に対して、利用しなかった群は 223.2％と大幅に増加しています。 

図表 46 保健指導の利用有無別の生活習慣病医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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生活習慣病 1 人当たり医療費の、平成 26 年度から平成 28 年度の増加率を見ますと、利

用した群は 17.7％に対して、利用しなかった群は 205.4％と大幅に増加しています。 

保健指導を利用しなかった群では、生活習慣病にかかる患者数、医療費、1 人当たり医療

費のいずれも大幅な増加がみられましたが、保健指導を利用した群では、増加率は低く抑え

られています。保健指導が生活習慣病の抑制に効果があると考えられます。 

図表 47 保健指導の利用有無別の生活習慣病 1 人当たり医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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 喫煙者と非喫煙者の生活習慣病医療費  

喫煙者と非喫煙者の平成 28 年度の生活習慣病の 1 人当たり医療費は以下のとおりです。 

 1 人当たり医療費（円） 医療費（円） 人数（人） 

喫煙者 106,544 30,684,556 288 

非喫煙者 106,722 258,480,374 2,422 

喫煙者と非喫煙者の生活習慣病（基礎疾患）1 人あたり医療費を年齢階層別に見ますと、

年齢層が高いほど医療費が高くなる傾向にあります。 

図表 48 喫煙者の生活習慣病（基礎疾患）1 人当たり医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

図表 49 非喫煙者の生活習慣病（基礎疾患）1 人当たり医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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平成 28 年度の喫煙者の生活習慣病（重症化疾患）1 人当たり医療費は、糖尿病性合併症

群では 60 歳より上で医療費が高くなっています。 

図表 50 喫煙者の生活習慣病（重症化疾患）1 人当たり医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

非喫煙者の生活習慣病（重症化疾患）1 人当たり医療費は、どの年齢層においてもほぼ 10

万円以内となっています。 

図表 51 非喫煙者の生活習慣病（重症化疾患）1 人当たり医療費 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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 特定健康診査の状況  

特定健診の受診率は 34.9%であり、県内他市町村国保及び全国と比較すると県の受診率

31.2%を上回っていますが、県内では 19 番目の受診率となっています。 

図表 52 受診率県内比較 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値（速報値） 平成 28 年度 

特定健診の受診率の推移を見ますと、特定健診の始まった平成 20 年度は 39.9%と、県や

国と比較しても高い受診率でしたが、近年では県平均と同程度になっています。 

図表 53 特定健康診査受診率の推移 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値（速報値） 
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対象者数と受診者数の推移を見ますと、対象者は平成 25 年度まで年々増加の傾向にあり

ますが、受診者数は平成 21 年度から平成 23 年度まで増加し、その後、減少傾向に向かい、

平成 25 年度以降増加しています。 

図表 54 特定健診対象者と受診者の推移 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値 

年齢階層ごとの特定健診受診率を見ますと、60 歳以上の方が常に 30%以上の受診率であ

るのに対し、40～50 代の受診率は低い値ですが、平成 25 年度を底に緩やかな上昇傾向にあ

ります。 

図表 55 特定健診の年齢別対象者に対する受診率の推移 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値 

10,929 11,073 11,107 11,244 11,479 11,713 11,680 11,571 11,166 

4,360 
3,453 3,700 3,872 3,555 3,316 3,545 3,647 3,898 

39.9 

31.2 33.3 34.4 
31.0 28.3 

30.4 31.8 34.9 

0

10

20

30

40

50

60

70

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

23.1 

15.7 

20.1 18.9 
16.7 

14.0 14.8 15.2 16.5 

30.7 

23.3 25.2 25.2 
20.3 

19.4 20.4 20.7 22.2 

44.9 

35.3 

37.6 

38.3 

36.5 
33.3 

36.2 

37.3 
39.9 

45.2 

35.5 

35.7 

40.0 

34.5 32.4 33.5 

38.1 

43.6 

0

10

20

30

40

50

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

40- 49 50- 59 60- 69 70- 74



47 

月別の受診者数を見ますと、健診実施期間の最初（6 月）と最後（1 月）に増加する傾向

がありますが、未受診者への受診勧奨通知後の 9 月から 10 月にかけても増加する傾向があ

ります。 

図表 56 特定健診の月別受診者数 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値 

増加傾向にあった継続未受診者が平成 28 年度では減少し、58.3%となっています。対し

て継続受診者は増加傾向にあり、平成 28 年度では 16.7%です。 

図表 57 特定健診対象者の受診状況 

 
継続受診者： 当該年度を含め過去 3 年において毎年受診された方 

新規受診者： 過去 2 年の内、受診歴がなく、当該年度に受診された方 

不定期受診者： 過去 2 年の内、どちらかに受診歴があり、当該年度に受診された方 

不定期未受診者： 過去 2 年の内、どちらかに受診歴があり、当該年度は未受診の方 

継続未受診者： 当該年度を含め過去 3 年間に受診歴がない方（当該年度のみ対象者を含む） 
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継続未受診者の内、約半数は生活習慣病に関連する疾病の治療中であり、医療機関に罹っ

ていることから、対象者の半数強が 3 年間一度も健診を受けていないと考えられます。 

図表 58 継続未受診者の生活習慣病関連のレセプト有無 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

次に 2 年連続受診されている方の状況を見てみますと、特定健診を受診した方が翌年も

受診する割合は過去 2 年間では増加傾向にあり、平成 21 年度から平成 28 年度にかけて 17.7

ポイント上昇しています。 

図表 59 特定健診受診者の 2 年連続受診者の割合 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

しかし、3 年連続継続受診者に着目しますと、平成 25 年度から平成 28 年度にかけて 2.2

ポイント上昇しています。 

図表 60 特定健診受診者の 3 年継続受診者の割合 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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継続受診者を男女別の割合で見ますと、女性の方が継続して受診する傾向にあることが

分かります。 

図表 61 特定健診継続受診者の男女別割合の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

 

継続受診者を年齢別の割合で見ますと、継続受診者の割合は高齢者ほど高く、継続受診者

の 90%弱が 60 代以上であることが分かります。 

図表 62 特定健診継続受診者及び不定期受診者＋不定期未受診者の年齢別割合の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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行政区別受診率をみると、対象者数の少ない地域では受診者数の増減により受診率が大

幅な影響を受けるため、行政区別受診率が、いちがいに特定健診に関心のある・なしと関連

づけることはできませんが、受診率の高い地域 60％と低い地域 13.3％では、その差は 46.7％

と大きく開いていることがわかります。今後は、特定健診の受診率向上対策に、地域別のア

プローチを検討していく必要もあると考えられます。 

図表 63 特定健診の行政区別受診率 
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 特定健診受診による医療費抑制  

特定健診の受診有無と生活習慣病治療費に関連性があるかどうかを見ますと、香芝市で

は平成 28 年度では特定健診受診者が 5,106 円であるのに対し、未受診者が 34,162 円であ

り、29,056 円の治療費の差があることが分かります。 

図表 64 特定健診の受診有無と生活習慣病治療にかかる治療費 

 
 

 
 

 
出所：KDB  健診・医療・介護データからみる地域の健康課題 
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 特定健診受診による重症化予防効果  

平成 28 年度の重症化疾患群入院患者のうち、特定健診を平成 23 年度から平成 27 年度ま

で 5 年間連続して受診されている方は僅かに 7%です。 

図表 65 重症化疾患群入院患者の特定健診受診歴 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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 要治療者の治療状況  

特定健診の受診結果から要治療者と判定された方の治療状況を見ますと、要治療者の

32%にあたる 789 人の方が未治療者です。 

図表 66 要治療者の治療者・未治療者の割合 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

未治療者は脂質異常と高血圧のリスク因子を保有している方が大半を占めています。 

図表 67 未治療者のリスク因子保有状況 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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 特定保健指導の状況  

特定保健指導の実施率は 21.0%であり、県平均の 17.3%を上回っていますが、県内では

22 番目と低い実施率となっています。 

図表 68 特定保健指導実施率の県内比較 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値（速報値） 平成 28 年度 

実施率の推移を県や国と比較すると、全般的に低い実施率になっています。 

図表 69 特定保健指導実施率の推移 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値（速報値） 
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実施率を経年で見ますと、平成 25 年度までは低い数値で推移しています。対象者が減少

しているにも関わらず終了者が増えないことを課題と捉え、平成 26 年度より特定保健指導

を外部委託に切り替えたことにより、実施率が大きく伸びています。 

図表 70 特定保健指導実施率 

 
出所：特定健診等データ管理システム 法定報告値 
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 メタボリックシンドローム の状況 

特定健診受診者の中で、メタボ該当者及び予備群と判定された方の割合を見ますと、メタ

ボ該当者が受診者全体の 14.3～16.6％、メタボ予備群が 9.1～11.2％いることが分かります。

受診者全体で 4～5 人に 1 人がメタボ該当者か予備群にあたります。 

図表 71 メタボ該当者及び予備群のメタボ状況 

 
出所：KDB  地域の全体像の把握 

メタボリックシンドローム（メタボ）判定基準 
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メタボ該当者及び予備群の該当者は女性よりも男性の方が多くなっています。 

図表 72 メタボ該当者及び予備群の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

メタボ該当者及び予備群の方が翌年度にメタボ非該当になった割合（メタボ脱出率）は、

13.3%～17.3%の間で推移しています。 

図表 73 メタボ脱出率の推移 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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メタボ予備群の方が翌年度にメタボ該当になった割合（メタボ該当率）は、8.6％～17.6％

の間で推移しています。 

図表 74 メタボ予備群の翌年メタボ該当率 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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 要医療域のメタボと 内服状況 

特定健診の受診結果から血圧と血糖と脂質の検査値において、要医療に該当するかを見

ますと、メタボ基準該当者の内、要医療の判定となった方は、血圧で一番多く 318 人とな

っています。また、要医療者の内、54%の方が内服しています。 

また、脂質においては要医療の判定となった方が 1,375 人と一番多く、メタボ非該当であ

っても要医療の判定となった方が、969 人と、どの検査よりも多くなっています。 

いずれか 1 つでも要医療の方の内、メタボ該当者は 71%の方が要医療になっていること

から、メタボ該当者は要医療になる傾向があるといえます。 

図表 75 要医療域のメタボと内服状況 単位：人 

  
 

   
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 
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 質問別回答状況  

平成 24 年度から平成 28 年度における、特定健康診査受診者の喫煙習慣・運動習慣・食

習慣・飲酒習慣・生活習慣に関する質問別回答状況は以下のとおりです。どの習慣において

も、ほぼ横ばいか悪化傾向にあることがわかります。 

図表 76 質問別回答状況 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 平成 28 年度 

図表 77 年度別質問別選択者割合 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 
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 ジェネリック医薬品の普及 状況 

ジェネリック医薬品（後発品）普及率に関して、処方されている医薬品全体の中から先発

品と後発品の使用割合を見ますと、後発品のない先発薬を除く普及率は平成 25 年度以降、

増加傾向にあり、平成 28 年度では 53.6%です。 

図表 78 後発品の普及率（数量ベース） 

 
出所：医療費分析ツール「Focus」 

後発品への切り替え人数も年々増加し、平成 28 年度では 5,437 人が切り替えて、1 千 401

万円の削減効果が出ています。 

図表 79 後発品への切り替え人数と削減効果額の推移 
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 がん検診の状況  

国保被保険者におけるがん検診の受診率は、5 がん（胃がん・子宮がん・大腸がん・乳が

ん・肺がん）のいずれも低く、1.5％～7.0％の間で推移しています。 

図表 80 がん検診受診率の推移 

 
出所：香芝市 ※国保被保険者のみ 
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 健康課題のまとめ  

分析結果から導き出された課題をまとめると、一連の繋がりが見えてきます。 

 

これらの課題により、まずは特定健診の受診率・特定保健指導の利用率を向上させるため

のポピュレーションアプローチ、ハイリスクアプローチにより、健康意識の向上を目指し、

全体的な受診率や保健指導利用率の底上げを行うことが非常に重要です。 

また、生活習慣病の医療費は全体の 23.6％を占めており、高血圧症や虚血性心疾患群等

の医療費も非常に高いまま推移していることから、生活習慣病の新規発症者の抑制や重症

化予防への対策が医療費適正化へ繋がり、さらには市民ひとりひとりの健康寿命の延伸へ

と繋がります。 
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3. データヘルス計画  

 目標設定 

国が定める特定健康診査等基本指針における目標値（平成 35 年度）に即して目標を設定

します。 

 特定健診の受診率向上  

特定健康診査等実施計画第 3 期の特定健診受診率実施目標と同じ受診率とします。 

アウトカム指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

特定健診受診率 

（法定報告値） 
45% 48% 51% 54% 57% 60% 

上記アウトカム指標を達成するために以下の指標をアウトプット指標とします。 

アウトプット指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

特定健診 

3 年継続受診者の割合 

（Focus） 

18% 20% 22% 24% 26% 28% 

40～50 歳代の特定健診

新規受診者の割合 

（法定報告値） 

8% 9% 10% 11% 12% 13% 

 

 特定保健指導の 実施率向上 

特定健康診査等実施計画第 3 期の特定保健指導実施率実施目標と同じ実施率とします。 

アウトカム指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

特定保健指導実施率 

（法定報告値） 
15% 24% 33% 42% 51% 60% 

上記アウトカム指標を達成するために以下の指標をアウトプット指標とします。 

アウトプット指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

特定保健指導該当者率 

（法定報告値） 
13% 13% 13% 13% 13% 13% 
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 要治療者の治療率向上  

特定健診未受診者の中には、多くの要治療者が隠れている可能性が高く、特定健診受診率

が上がれば、対象者が必然的に増えます。その中で、治療率を上げるのは、かなり難易度が

高い課題ですが、重症化予防のためにも対応が必要です。 

アウトカム指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

要治療者の治療率 

（Focus） 
78% 79% 80% 80% 80% 80% 

上記アウトカム指標を達成するために以下の指標をアウトプット指標とします。 

アウトプット指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

メタボ脱出率 

（Focus） 
14% 15% 16% 17% 18% 19% 
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 保健事業計画 

平成 30 年度以降に取り組む主な事業とその評価方法については、以下にまとめました。 

 特定健康診査受診率向上対策事業  

事業目的 

特定健康診査の受診率向上 

事業概要 

① 特定健診未受診者に対する受診勧奨をより効果的な手法を用いて実施する。 

② 年度途中加入者や 40 歳到達者といった新たに対象となった人へ個別的な周知を実

施する。 

③ 休日集団健診を実施し、利便性の向上を図る。 

④ 脳ドック助成事業を拡充し、人間ドック費用助成事業を継続実施する。 

⑤ 特定健診とがん検診の同時受診に対するニーズを踏まえ、セット検診を実施する。 

実施内容 

① 特定健康診査未受診者の中で受診勧奨が効果的な対象者に、対象者特性に応じた訴

求性の高い文書を個別的に通知するとともに、電話による受診勧奨を行う。 

② 年度途中加入者に対しては、資格取得時に特定健診について案内を実施し、40 歳

到達者に対しては年度当初に受診券を送付し、受診勧奨を行う。 

③ 地区医師会と連携の下、休日集団健診を実施し、受診機会を増やす。 

④ 脳ドック助成事業の助成人数を増員する。人間ドック費用助成事業の対象期間を年

間とすることにより、人間ドック受診の促進を図る。 

⑤ 特定健診とがん検診と同時実施することで、健診の利便性を図り、がん検診の受診

率向上を図る。 

目標値及び評価方法 

平成 35 年度のアウトプット・アウトカムを以下のとおり設定する。 

アウトプット 

① 対象者への通知率 100％ 

② 対象者への案内率 100％ 

③ 集団特定健診受診人数 480 人／年 

④ 脳ドック助成人数 400 人／年  人間ドック費用助成人数 150 人／年 

⑤ 5 がん検診受診率 10％（胃がん・肺がん・大腸がん・子宮がん・乳がん） 

アウトカム 

特定健康診査受診率 60％ 

評価方法 

特定健康診査受診率を確認する。 
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 特定保健指導実施率向上対策事業  

事業目的 

特定保健指導の実施率向上 

事業概要 

① 集団特定健診結果説明会における特定保健指導初回面接の実施 

② 国の実施基準の緩和に基づく保健指導期間の短縮化及び支援内容の簡素化 

実施内容 

① 地区医師会連携の下、集団特定健診結果説明会当日、医師から健診結果の見方の説

明を聞くことにより、特定健診受診の必要性を周知する機会を確保し、また特定保

健指導の対象者に初回面接を実施する。 

② 特定保健指導の実績評価時期の短期化及び 2 年連続積極的支援該当者であり健診結

果改善者の支援内容の簡素化を図る。 

目標値及び評価方法 

平成 35 年度のアウトプット・アウトカムを以下のとおり設定する。 

アウトプット 

① 初回面接実施率 50％ 

② 保健指導中断率 3％ 

アウトカム 

特定保健指導実施率 60％ 

評価方法 

特定保健指導実施者の人数を確認する。 
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 重症化予防事業  

事業目的 

生活習慣病の重症化を予防する。 

事業概要 

① 糖尿病性腎症の重症化予防 

② 特定保健指導対象外でハイリスク者に対する医療機関への受診勧奨 

実施内容 

① 糖尿病性腎症のハイリスク者で申込みのあった者に対し、医療機関での治療を前提

とした保健指導を実施する。 

② 特定健診結果データから、血圧高値者及び血糖高値者で未治療の者を抽出し、電話

等にて受診勧奨を行う。 

目標値及び評価方法 

平成 35 年度のアウトプット・アウトカムを以下のとおり設定する。 

アウトプット 

① 保健指導利用者数 30 人／年 

② 受診確認率 80％ 

アウトカム 

① 人工透析患者数新規率 10％ 

② 医療機関未治療者 10％減少 

評価方法 

① レセプトデータから人工透析患者を確認する。 

② 健診結果異常値放置者の推移により確認する。 
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 ジェネリック医薬品利用促進事業  

事業目的 

ジェネリック医薬品の普及率向上 

事業概要 

ジェネリック医薬品に切り替えた場合の薬剤費の差額を通知する。 

実施内容 

レセプトデータから、ジェネリック医薬品に使用率が低く、ジェネリック医薬品への切

り替えによる薬剤費軽減額が一定以上の対象者を特定し、通知書の送付による切り替えを

促す。（奈良県国民健康保険事務センター実施） 

目標値及び評価方法 

平成 35 年度のアウトプット・アウトカムを以下のとおり設定する。 

アウトプット 

対象者への通知回数 4 回／年 

アウトカム 

ジェネリック医薬品普及率（数量ベース） 80％ 

評価方法 

ジェネリック医薬品普及率（数量ベース）推移により確認する。 

 重複多剤投薬指導事業  

事業目的 

重複・頻回受診による、重複多剤内服者の減少 

事業概要 

治療の適正量を超えた内服や、使用禁忌の薬剤内服は、特に高齢者にとって身体への影

響は大きいことから、適正な内服治療について指導を行う。 

実施内容 

レセプトデータから不適切な処方内容が確認できる対象者を特定し、注意喚起の案内文

を通知。訪問指導希望者には適切な医療機関へのかかり方や内服方法について専門職によ

る指導を行う。 

目標値及び評価方法 

平成 35 年度のアウトプット・アウトカムを以下のとおり設定する。 

アウトプット 

対象者への通知率 100％ 

アウトカム 

重複多剤内服者数 10％減少 

評価方法 

重複多剤内服者数の推移により確認する。 
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 計画の見直し 

課題に沿った事業について、PDCA サイクルの中で毎年評価を実施します。 

また、最終年度となる平成 35 年度には、計画に掲げた目標の達成状況を評価し、それを

踏まえて計画の見直しを実施します。 

 計画の公表・周知 方法 

策定した計画は、香芝市のホームページ等に掲載するとともに、関係機関への周知を図る

ため、概要版を作成し配布します。 

計画の実施状況、評価の内容等についても、毎年本市国民健康保険運営協議会等への報告

を行います。 

 個人情報の保護  

個人情報保護に関しては、個人方法保護関係法令、並びに「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（厚生労働省平成18年4月21日改正版）」

等に基づく他、香芝市個人情報保護条例を遵守し、適切に実施していきます。 

 地域包括ケアに係る取組及びその他の留意事 項 

高齢化の状況、地理的条件など、地域のおかれた現状によって必要とされる保健事業や対

策も異なると考えられることから、地域包括ケアの充実を図り、地域の実態把握・課題分析

を被保険者も含めた関係者間で共有し、連携して事業に取り組む必要があります。 

国民健康保険の視点から地域包括ケアの推進に資する取組みとしては、医療情報分析結

果を共有する等して介護部門との連携を強化します。 

市民が重度な要介護状態となったとしても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを生涯

続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域

包括ケアシステムの構築を実現できるよう努めます。 
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4. 特定健康診査等実施計画  

 達成しようとする目標と対象者数  

受診率・実施率については、国が定める特定健康診査等基本指針における目標値（平成 35

年度）に即して目標値を設定します。 

 特定健診 

指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

対象者（人） 11,000  10,900  10,800  10,700  10,600  10,500  

受診者（人） 4,950  5,232  5,508  5,778  6,042  6,300  

受診者増加人数（人） --- 282  276  270  264  258  

特定健康診査の受診率 

（法定報告値の目標） 
45% 48% 51% 54% 57% 60% 

 特定保健指導 

指標 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

対象者（人） 515  583  650  715  780  843  

終了者（人） 78  140  215  301  398  506  

終了者増加人数（人） --- 62  75  86  97  108  

特定保健指導の実施率 

（法定報告値の目標） 
15% 24% 33% 42% 51% 60% 
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 特定健康診査の実施方法  

 実施場所 

① 特定健康診査( 集団健診)  

保健センターにて実施 

② 特定健康診査( 個別健診)  

市町村と県医師会が締結する特定健診委託契約(集合契約)において委託する医療機関に

て実施します。 

 実施項目等 

① 【基本的な健診項目】 

‮   

╔ Ṍᴁ ʺ ʺṹנ ʺꜛᶐ ʺ ᶐ  

ὓ  ʺ ʺ ӤʺBMI  

Ὤӊ  Ὤӊ 

ḟṐ ᾁ₰ ASTsGOTx̋ ALTsGPTx̋ ў-GTs ў-GTPx 

Ὤ ♦ ₰ᾁל♦ ʺHDLЀйІГк˔иʺ 

LDLЀйІГк˔и Ϙθψ Non- HDLЀйІГк˔и 

Ὤ ᾁ₰ Ἃ ⱲὬ  Ϙθψ ͝bA1c Ϙθψ ⱲὬ  

ᾁ₰ ʺ  

② 【詳細項目】医師が個別に必要と判断した場合に実施 

‮   

Ὤׁᶘᾁ₰ˢ Ὤᾁ₰ˣ ХЫЕϼзАЕ ʺ ὬẔ ʺὬ  

 ̞Ӻ◖χ τϢϥϜχ 

Ḵ ᾁ₰ ̞Ӻ◖χ τϢϥϜχ 

Ὤ ϼйϯЎИрᾁ₰ẉό 

e-GFR 

 

③ 【追加健診（人間ドック）】 

人間ドックの健診項目は、特定健診の項目が包含されているため、人間ドックの実施を特

定健診の実施に代えることとします。 
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④ 【特定健康診査対象外の被保険者に対する健診】 

生活習慣病予防について早期からの意識付けを行うため、25～39 歳の市民に対し、特定

健診と同様の健診項目で生活習慣病健診を実施します。 

 実施時期又は期間  

① 特定健康診査( 集団健診)  

10 月、2 月の指定日に保健センターにて行います。 

② 特定健康診査( 個別健診)  

実施期間は 6 月から 1 月までの 8 ヶ月間とし、指定医療機関にて行います。 

③ 追加健診（人間ドック） 

実施期間は 6 月から 3 月までの 10 ヵ月間とし、特定健診の項目を含んだ人間ドックに対

し助成します。 

  実施者について（外部委託の有無と契約形態 ） 

① 特定健康診査( 集団健診)  

集団健診は、県内にある検査機関と随時、契約します。 

② 特定健康診査（個別健診） 

個別健診は、奈良県医師会と集合契約します。 

③ 追加健診（人間ドック） 

人間ドックについては医療機関の指定はありません。 

 外部委託の選定に当たっての考え方  

今後は、特定保健指導の実施率を向上し改善効果を高めるために、厚生労働省告示第 11

号（平成 20 年 1 月 17 日）「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第 16 条第

1 項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者」において定められている「特定保健指導の外

部委託に関する基準」を満たしている特定保健指導機関を選定し、取り入れていきます。 
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 周知や案内の方法  

① 周知方法 

個人通知、未受診勧奨通知、広報掲載、ポスター貼付等で周知し、保健事業で開催時に周

知していきます。 

② 受診案内の方法 

受診対象者に特定健診受診券の個別通知を行います。同時に健診の必要性についての正

しい知識の普及啓発も行います。 

  事業主健診等のデータ収集方法  

① 受領方法 

事業主健診については、商工会等を通じてデータ収集を依頼し健診結果の把握に努めま

す。 

 その他（健診結果の返却方法）  

メタボリックシンドローム判定基準により、情報提供該当者・動機付け支援該当者・積極

的支援該当者には、メタボリックシンドロームや生活習慣病の予防についてのパンフレッ

トを同封し、本人の健康状態に適した生活習慣改善に対する助言等、情報提供、継続的な健

診受診に繋がるよう啓発しています。 

 受診券の交付時期  

5 月末に対象者全員に通知します。 

 代行機関について  

特定健康診査等の費用の支払及びデータの送信事務等に関し、奈良県国民健康保険団体

連合会の特定健診等データ管理システムを利用します。 
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 特定保健指導の実施方法  

 実施場所 

保健センター及び委託契約する医療機関にて実施します。 

 実施項目等 

特定健康診査の結果に基づき、保健センターにおける個別相談の際、特定保健指導の区分

毎に以下の方法により保健指導を実施します。 

① 動機付支援 

医師または保健師、管理栄養士による初回面談（20 分）又は集団指導（80 分）を実施し、

3 ヶ月後に評価（電話等）を行う。 

② 積極的支援 

動機付け支援と同様の方法で初回面談を行うとともに、保健師・管理栄養士、運動指導士

等による電話又はメールにより 3 ヶ月以上の継続的支援を実施し、3 ヶ月後に評価（電話

等）を行う。なお、積極的支援の継続的支援形態は電話や郵便、メールを中心とした 180 ポ

イント以上の支援方法を基本とします。 

 実施時期又は期間  

初回面接の最終実施時期は 3 月とします。 

 実施者について（外部委託の有無と契約形態 ） 

特定保健指導は奈良県医師会と集合契約をします。また、厚生労働大臣が定める基準を満

たす特定保健指導実施事業者と随時契約をします。 

 外部委託の選定に当たっての考え方  

特定健康診査と同様。 

 周知や案内の方法  

健診結果通知郵送後、特定保健指導利用券と保健指導の案内通知を行います。 
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 代行機関について  

特定健康診査と同様。 

 

 実施における年間スケジュール  

 ὲῴ ₰ ὲ◙  

4Ὦ ὲῴ ₰ṐḩρχἸ ʺ χיּ  ὲ◙ χם☼ˢ ˣ 

ὲ◙ ṐḩρχἸ  

5Ὦ ὴ ʺῲ τϢϥ   

6Ὦ ᾤ ὲ ᵫ◐ ὴχ ʺ 

ὲ◙ χם☼ˢᾝ ˣ 

7Ὦ    ὲ Ὣᴮ   

8Ὦ   

9Ὦ   

10Ὦ ὲ χם☼ˢ2ᴗ ˣ 

יּ ᷉  

 

11Ὦ   Ὣᴮ ᵓχᵫ℗ˢ1ᴗ ˣ 

᷉יּ χם☼ 

12Ὦ   

1Ὦ ּי ᷉   

2Ὦ ὲ χם☼ˢ2ᴗ ˣ  

3Ὦ  Ὣᴮ ᵓχᵫ℗ˢ1ᴗ ˣ 

 

 計画の見直し 

第 2 期データヘルス計画に基づき、毎年度、事業の実施状況及び成果に関する評価、経

年的変化からの評価を行うとともに、各事業の実施評価から、翌年度の実施方針を検討しま

す。 

また、最終年度となる平成 35 年度には、計画に掲げた目標の達成状況を評価し、それを

踏まえて計画の見直しを実施します。 
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 計画の公表・周知 方法 

策定した計画は、香芝市のホームページ等に掲載するとともに、様々な機会を利用した普

及啓発を努めます。 

 個人情報の保護  

個人情報保護に関しては、個人情報保護関係法令に基づく他、「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（厚生労働省平成 18 年 4 月 21 日改

正版）」等に基づき、適切に実施していきます。 

 特定健康診査・特定保健指導の記録の保存方 法 

特定健康診査の結果や特定保健指導に関する記録については、健診・保健指導機関等外部

委託者を通して香芝市国民健康保険に報告されます。健診等の情報の利用については、個人

情報保護関係法令やガイドラインの内容に沿って、利用目的を周知するとともに、健診等の

情報を保健指導に用いることや匿名化した情報を地域の健康状況の把握に用いられること

を、受診券等の注意書きに記載し、あらかじめ受診者に周知していきます。レセプト情報の

利用についても同様の取扱いを行います。 

 特定健康診査・特定保健指導の記録の保存体 制 

健診結果、保健指導記録の保管は奈良県国民健康保険団体連合会に委託します。保管に当

たっては、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（厚生労働省平成 17 年 3

月）」や「国民健康保険団体連合会における個人情報保護の規定」に基づき、適切に実施し

ていきます。 

 特定健康診査、特定保健指導の記録の管理に 関するルール 

特定健康診査、特定保健指導の記録の管理については、個人情報保護関連法令、関係ガイ

ドラインに基づく他、香芝市で定める情報管理規定等に基づき、適切に実施していきます。 

 その他事業運営上の留意事項  

特定健康診査・特定保健指導の対象となる年代だけでなく、生活習慣病予防のためには

40 歳より若い世代へ働きかけ、生活習慣病のリスクの周知や日々の生活スタイルを見直し

ていくことが重要であり、関係部署が実施する保健事業とも連携しながら、生活習慣病予防

を推進していく必要があります。特定健康診査の実施にあたっては、健康増進法に基づき実

施する検（健）診についても可能な限り連携して実施するものとします。 
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